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要旨 

本法案においては、太陽電池廃棄物の撤去・運搬・保管・再資源化・原状回復等に要する費用

について、国費、地方自治体負担、再エネ賦課金又は電気料金への制度的上乗せによる追加的

な国民負担ではなく、太陽光発電の関係事業者が負担する旨を明記すべきである。 

これ以上国民負担を増やさないことが重要なのは、太陽光発電の大量導入のために、すでに

国民は多くの費用を負担し、また政府計画によるならば、今後はさらにその費用負担が膨れ上が

ると見込まれるからである。 

太陽光電池廃棄物が発生する根本原因である太陽光発電の大量導入自体を止めるべきであ

る。費用負担の問題に加えて、太陽光発電にはマイナスの側面があり、この問題を直視する必要

もある。それは、人権侵害、生態系影響、建設時の CO2 排出等である。 

太陽光発電のメリットとしては温暖化防止が言われるが、その効果は極めて限定的である。日

本全体の CO2 排出を 2050 年までにゼロにしても、気温上昇の抑制効果は 0.006℃に留まり、太

陽光発電の寄与はその一部にすぎない。 
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廃棄等費用積立制度を拡充し、費用は事業者が負担する旨を

明確化すべきである 

 

本法案の最大の問題は、太陽電池廃棄物の撤去・運搬・保管・再資源化・原状回復等に要する

費用について、通常時の負担主体に加え、事業者の倒産・放置・所有者不明化の場合を含め、最

終的に誰の保全済み財源で賄うのかが十分に明確化されていない点である。さらに、再資源化

設備、保管施設、収集運搬網、含有物質情報管理等の共通インフラ費用についても、恒常的な財

源が明確ではない。 

 

本法案においては、以上の費用全てについて、国費、地方自治体負担、再エネ賦課金又は電

気料金への制度的上乗せによる追加的な国民負担ではなく、関係事業者が負担する旨を明記す

べきである。 

 

これまで、太陽光発電は、導入段階で FIT 賦課金をはじめ膨大な国民負担によって支えられて

きた。いままた廃棄・再資源化段階でも公費や電気料金上乗せによって費用を賄うならば、国民

はさらなる負担を強いられることになる。 

 

関係事業者が負担することを確実する制度は、既存の廃棄等費用積立制度を拡充し、三階建

てにすることで設計できる。第一階は、発電事業者・設備所有者・事業用太陽電池廃棄者による

個別設備ごとの積立、第二階は、同じく発電事業者・設備所有者・事業用太陽電池廃棄者によ

る、倒産・放置・所有者不明化に備えた外部保全された保証金、第三階は、製造・輸入・販売事業

者を含む関係事業者による再資源化共通基金である。 

 

第一階：個別設備の撤去・運搬・保管・再資源化・原状回復費用の積立 

現行の「廃棄等費用積立金制度」によって、10kW 以上の FIT/FIP 認定太陽光については、売

電電力量に応じた廃棄等費用の外部積立が既に実施されている。 

この制度を、単なる撤去・廃棄費用にとどめず、撤去、運搬、保管、再資源化、最終処分及び

原状回復まで含む制度に拡充すべきである。 

また、今後は FIT/FIP を使わない非 FIT・非 FIP 案件が増えるため、対象を一定規模以上(例え

ば 10kW 以上)の全事業用太陽光に広げる必要がある。 
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第二階：倒産・放置・所有者不明化に備えた保証金 

悪質な事業者や乱開発を行う事業者ほど、事業終了時に正式な廃棄・再資源化手続きを取ら

ず、パネル・架台・基礎・造成地を放置するおそれがある。 

その場合、現行制度と今回法案だけでは、最終的に自治体や国が公的負担で撤去・廃棄・再

資源化をせざるを得なくなるリスクが残る。 

したがって、第一階の費用積立に加えて、事業者倒産、失踪、事業譲渡の繰り返し、所有者不

明化、早期廃止、放置状態等に備えた保証金を外部保全させるべきである。 

この保証金は、事業者の一般財産から切り離して保全し、破産時にも散逸せず、撤去・再資源

化・原状回復・行政代執行費用等に充当できる制度にする必要がある。 

この保証金は、第一階の個別積立で賄いきれない場合、積立不足が生じた場合、又は事業者

が倒産・所在不明化した場合等に備える補完的な財源であり、通常時の処理費用を二重に徴収

する趣旨ではない。 

第三階：再資源化共通基金 

再資源化設備、保管施設、収集運搬網、含有物質情報管理、データベース、技術実証などの

共通インフラ費用についても、国費で負担する必要はない。 

これらは、太陽光発電に関連する事業全体の起因により発生する費用であるから、太陽光発

電の関連事業者からの負担金で賄うべきである。 

この目的のために、第一階・第二階に加えて、関連事業者の負担により太陽電池再資源化共

通基金を設けることとする。 

 

以上のような制度設計によって、非 FIT・非 FIP 案件を含む全事業用太陽光発電を捕捉でき

る。加えて、事業者倒産・放置・所有者不明化による公的負担化を防げる。さらに、再資源化設備

や保管施設などの共通インフラ費用も、公費ではなく事業者負担で賄える。以上によって、乱開発

事業者が利益を得た後に後始末を自治体や国民に押し付けるような事態を防止できる。 

 

注： 政府資料では、使用済太陽光パネルの排出量はピーク時に年間約 50 万トンと見込まれて

いる。一般的なパネルを 1kW あたり約 80kg と仮定すれば、これは年間約 625 万 kW 分に相当す

る。環境省・経済産業省資料では、撤去・収集・運搬を除く再資源化費用だけで 8,000〜12,000 円

/kW とされており、仮にこの水準で処理すれば、それだけで年間約 500 億〜750 億円規模とな

る。撤去・収集・運搬・保管・原状回復まで含めれば、年間 1,000 億円を超える可能性もある。本

提案は、かかる再資源化をどの程度推進すべきかの是非とは別に、関連する費用が、後日、国

や自治体の財源による負担等の形で追加的な国民負担に転嫁されないよう、あらかじめ財源を

外部保全することを求めるものである。  
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太陽光発電の国民負担は莫大である 

太陽光発電や風力発電は導入するほど電気料金が高騰する。図 1 は、欧州諸国の比較にお

いて、太陽光と風力発電が占める割合が高いほど、電気料金が高いことを示している。 

 

図 1 欧州諸国における電気料金比較（データは EPRINC による。図は文献 1 による） 

 

電気料金が高くなる最大の理由は、太陽光発電を導入しても、その発電が間欠的であるため

に、火力発電所や送電線を減らすことはできず、設備投資が本質的に二重投資になるためであ

る（図 2） 

 

図 2 太陽光発電は二重投資になる。 

注：図 2 の稼働率とは正確には設備利用率のこと。詳しくは文献１を参照。 

  

太陽光発電は二重投資

2

パネルを付けても
火力発電は無くせない
つまり二重投資。

パネルの稼働率は僅か
13%

大量導入すると、出力制限、バッテリ設置、送電線
増強＝電力系統統合コストが嵩む。
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第七次エネルギー基本計画では、2040 年度に於いて太陽光と風力発電の合計で電力供給の

３～４割を賄うとしている。だがこのような大量導入時には、電力系統統合コスト（＝出力制限、バ

ッテリー設置、送電線増強などのコスト）が嵩むために、太陽光による電力供給コストは極めて高

くなる。政府資料の数字を用いて比較すると、既設および新設の火力・原子力発電の活用に比べ

て大幅に高いことが分かる。（図 3） 

図 3 を参考に、火力・原子力を活用する場合に比べて電力供給コストがキロワットアワー(kWh)

あたり 30 円高くなると想定すると、家庭の電気料金は毎月 1 万 2 千円、すなわち年間 14 万 4 千

円上昇する。国全体の電気料金は年間 30 兆円上昇する。 

 

 

図 3 2040 年における電力供給コスト。 

 

注：図 3 で使用した数値は全て政府資料（文献 12）に基づく。図 3 は筆者が作成したもの。①は

既存設備を利用する場合の追加的なコストとして文献 12 より燃料費分を取り出したもの。②は文

献 12 におけるモデルプラント方式の試算。③の 36.9 円は太陽光発電大量導入時の「系統統合コ

ストの一部」を考慮した数値であり、考慮しない場合の発電コストは 8.4 円となっている。電力供給

コストが 30 円高くなるという想定の根拠は、第七次基本計画においては太陽光の大量導入に加

えて洋上風力の大量導入や火力の CCS 化・アンモニア混焼化等も図られるためである(文献 24

を参照)。電気料金上昇の計算において、家庭の電力消費量は毎月 400kWh とした。国の年間電

力消費量は 1 兆 kWh とした。なお第七次エネルギー基本計画では 2040 年度に於いて太陽光 23

〜29％程度、風力 4〜8％程度、合計で 27〜37％程度、すなわち概ね 3〜4 割を賄うとしている。 
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中国への依存状態を直視すべきである 

 

世界の太陽光パネルの 9 割以上は中国で製造されている。またその半分は新疆ウイグル自治

区で製造されている。 図 4 は太陽光パネル工場の航空写真である。工場の隣には石炭火力発

電所があり、それがコンベアによって、露天掘りの炭鉱に繋がっている。明らかに、これは石炭を

使って太陽光パネルを作るという計画になっている。新疆ウイグル自治区にはこのような工場が

いくつもあることが確認されている。米国は、人権侵害の疑いがある太陽光パネルの輸入を禁止

している。 

 

図 4 新疆ウイグル自治区の太陽光パネル工場。 

 

注：中国と新疆ウイグル自治区のシェアについては工程や年次において様々なデータがあるが、

おおむね「９割、半分」という表現が妥当である。IEA によれば、ポリシリコン、インゴット、ウエハ、

セル、モジュール等の主要工程における中国シェアはいずれも 8 割を超えており、特に上流工程

では中国依存が極めて大きい。新疆ウイグル自治区は、太陽光パネルの主要原料であるポリシ

リコン製造の大きな集積地であり、世界の約 4 割を占めるとされる。なお、米国は、ウイグル強制

労働防止法に基づき、新疆ウイグル自治区における強制労働が疑われる製品について、輸入差

止めの枠組みを運用している。図 4 の出典を含め詳しくは文献 14、15、16、19 を参照。 

 

  

新疆ウイグルのパネル工場と石炭火力

5

世界のPVの
９割が中国、
半分がウイグル
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環境へのマイナスを直視すべきである 

 

メガソーラーは広大な土地を使う。それは 1 メガワット(MW)あたり、2 ヘクタール(ha)程度である。

中型(100 万 kW)の原子力発電所と同じ発電量を得るためには、山手線の内側の面積の 2 倍が

必要になる（文献 22）。 

 

生態系 

 

生態系保全の最も基本的な考え方は、野生の生物が棲息できる環境を保全することである。

森林や湿地が自然植生である広大な土地をメガソーラーで覆うことは、これに完全に反する。  

 

CO2 排出 

 

広大な面積を使うということは、そこに森林や湿地などがあった場合に比べると、木材や土壌か

ら CO2 が大気中に放出されることになる。 太陽光パネルは、その製造時にも CO2 を排出する。

前述の中国の例のように石炭を製造に用いれば、その量は多くなる。 前提条件にもよるが、筆

者の概算では、メガソーラーの建設時に発生するCO2を発電によるCO2削減で回収するには 10

年もかかる(文献 20、21)。 

これは概算ではあるが、以下の点が明らかになった： メガソーラーによるCO2排出は決して無

視できる量ではなく、国および事業者は正確な評価を行う義務を負うべきであり、政策決定はそ

の結果に基づくべきである。 
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気温低下の効果は 0.006℃を大きく下回る 

図 5 は、国連 IPCC がまとめた CO2 排出量と気温上昇の関係である。1 兆トンの累積 CO2 排

出によって、0.5℃の気温上昇が起きたという因果関係がある、と整理されている。  

 

図 5 データは IPCC 第 6 次報告書による。図は文献１による。 

 

日本政府は 2050 年に CO2 排出ゼロを目指している。これによる気温低下を計算する。 

2025 年時点で CO2 排出が年間 10 億トンであったとして、それを 2050 年にゼロにまで減らす

ならば、排出削減量は累積で 250 億トンの半分の 125 億トンとなる（図 6 の右上の三角形部

分）。 これは 0.0125 兆トンであり、気温低下は 0.5 を掛けて約 0.006℃となる。太陽光発電の導入

による気温低下量はこの更に一部になる。すなわち太陽光の大量導入による気温低下の効果は

0.006℃を大きく下回る。なお計算の詳細については文献 1 を参照されたい。 

 

図 6 日本の CO2 排出量および削減量。 
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